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輸出指向開発再論:

後発発展途上国の労働集約的工業発展の可能性

山 形 辰 史*

東 ア ジア経済 は労働 集 約財輸 出 を中心 とす る輸 出指 向工 業化 に よって経済 発 展 を

遂 げた。 その輸 出指 向工 業化 の成功 の本 質 が,市 場 の歪 みの小 ささにあ ったの か,

そ れ と も政 府 の積 極 的 な輸 出促 進政 策 に あ ったのか,と い う点 につ いて は長 く議 論

が闘 わ されて きた ものの,世 界銀 行 の 『東 ア ジアの奇跡 』 出版以来,後 者 の論理 が

よ り注 目され て きた。

現在 の低所 得 国 は,そ の 多 くがWTOに 加 盟 して お り,か つて東 ア ジア経済 が採

用 した ような輸 出促 進政 策 を採用 で きない こ とか ら,低 所 得 国の製 造業 品の輸 出成

長 は期 待 で きない とい う新輸 出 悲観 論が広 が っ てい る。 そ の中でバ ング ラデ シ ュや

カ ンボ ジアは手厚 い政府 の促 進政 策 な しに,労 働集 約財 の代表 であ る縫製 品 の輸 出

を伸 ば してい る。 そ こで本稿 は,WTO時 代 にあ って手厚 い政府 介入 が行 われ なか

った と して も,低 所 得 国が低賃 金 を活 用 して工 業化 を進 め る可 能性 が十分 ある こと

を主 張 す る。

キー ワー ド 新輸 出 悲観論,労 働集 約 的工業 化,縫 製業

1は じ め に

第二次大戦後,経 済発展は一部の国では急速に進んだ ものの,そ れ以外の国々では大 きな

進捗を見せていない(WorldBank,2000)。 前者の代表は東アジアであ り,後者の代表 はサハ

ラ以南アフ リカである。戦後約半世紀 を経 た新 しいミレニアムの始まりに際 して,国 連はミ

レニアム開発目標を設定 し,2015年 までに貧困削減を大 きく進めることを企図 している(富

本,2003)。 これを達成するにあたっては,特 に低所得国が どの ような開発戦略を定め,実 行

するかが大 きな課題 となっている。

1990年 代前半までは,低 所得国の開発のための一つの有力な指針は既に明らかであると見

られていた。それは東アジアにおいて成功 した輸出指向開発戦略であ り,こ れを採用 したい

くつかの主要な東アジア諸国 ・経済においては,経 済成長および貧困削減が,比 較的平等な

所得分配構造を維持 したまま達成 したことが観察された(WorldBank,1993)。

1995年 に世界貿易機構(WorldTradeOrganization:WTO)が 設立され,そ して1997年 に
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アジア通貨危機が勃発すると 「東アジアに倣った輸出指向開発戦略」は急速にその輝 きを失

った。東アジアで採用 されたような輸出促進政策のほとんどはWTO加 盟国には もはや許さ

れず,ア ジア通貨危機 により東アジア諸国 ・経済の システムの脆さも露呈 されることとなっ

た。 そもそも,東 アジア諸国 ・経済は現在の低所得国と比較 してかけ離れた高さの所得水準,

技術水準に達 してお り,両 者の懸隔はとてつ もなく大 きいと現代の低所得国は感 じている。

そのうえ,近 年中国が世界の生産 ・輸出両面において大 きな勢力として台頭 してきた。低
へ

所得国は新興勢力である中国 との競争に打ち勝たなければ国際市場で生 き残れない,と 考え

ている。 これ らのことから,低 所得国が製造業品輸出を大 きく伸ばすことは困難であるとす

る新輸出悲観論が低所得国の間に広がっている。

本稿は,こ うした新輸出悲観論的見方に対抗 して,低 所得国の製造業品輸出およびそれを

通 じた経済成長と貧困削減の可能性を探ろうとするものである。具体的には,低 所得国の低

賃金を活用 した労働集約製品輸出により,一 定程度の経済成長 と貧困削減 を既に果たしてい

るバングラデシュとカンボジアを例 として取 り上げる。これ らの国々は多国間繊維取 り決め

(Multi-FiberArrangement:MFA)に 基づ く管理貿易体制下で衣類輸出を伸 ばし,そ れをテ

コに輸出成長 してきたが,両 国における衣類のの輸出成長は2005年1月1日 のMFA体 制終

結後 も続いている。 またこれらの国々では,東 アジア諸国で採用 されていたような手厚い産

業保護 ・輸出促進政策 は採用されていないにも拘わらず急速な衣類輸 出を達成 した。そして

その生産にあたっては貧困層,中 でも女性労働者が数多 く雇用 されており,貧 困削減に大 き

く貢献 している。このことから,低 賃金労働力を活用 した輸出指向開発はWTO体 制の現在

で も十分熟考に値する戦略であると考えられる。

本稿の残 りの部分は以下のように構成 される。第2節 において,上 記の ようなこれまでの

輸 出指向開発論の展開 をより詳 しく述べ る。第3節 においては,現 代の低所得国における輸

出指向工業化の実態をまとめる。衣類輸出を中心に成長するバングラデシュ,カ ンボジアが

例 として挙げられる。最後 に第4節 においては,こ れ ら輸出指向工業化の低所得国一般に対

する応用可能性,お よびそれら低所得国が直面する課題について述べ る。

2輸 出指向開発論と諭出悲観論の学説史

ジ ョン ・ス テ ユ ア ー ト ・ミル ら古 典経 済 学 者 が 貿 易 を経 済 成 長 の 原 動 力 と見 て い た こ とは

広 く知 られ て い る(Mi11,1848)。 ロバ ー トソ ン は貿 易 が 「成 長 の エ ン ジ ン」で あ る,と 表 現 し

た(Robertson,1938,p.5)。 そ して,輸 出 を発 展 途 上 国 の経 済 発 展 の 原 動 力 と と らえ る見 方 は

ミン トに 引 き継 が れ た。 ミ ン トは余 剰 は け 口理 論 を用 い て,資 源 の 有 効 活 用 が 実 現 して い な

い 発 展 途 上 国 に お い て,輸 出 を通 じ た 発 展 の 可 能 性 が よ り大 き い こ と を示 した(Myint
,

1958)。 この よ う に,第 二 次 世 界 大 戦 後 の 経 済 開 発 の 契機 と して,貿 易,な か ん ず く輸 出 の 経
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済発展における役割には大 きな期待が寄せ られていた(Balassa,1989;Meier,1963)。

一方,従 属論者達は,旧 宗主国たる先進国の 「周辺」的存在 と位置づ けられる発展途上国

が,ど んな品目であれ国際競争に打ち勝ち,市 場を席巻 し続けるといったような事態を想定

していなかった。発展途上国において唯一国際競争力を有すると見 られていた一次産品につ

いても,化 学製品などの代替品が開発されることか ら,そ の相対価格は長期的に下落傾向に

ある,と いう主張がプ レピッシュやシンガーによってなされ,こ の主張はプ レピッシュ=シ

ンガー命題 と呼ばれた(ECLA,1951;Singer,1950)。 そ して彼 らの議論に代表 され るような

発展途上国の輸出可能性 に対す る否定的な見方は輸出悲観論と呼ばれ るようになった。

輸出悲観論は,東 アジアの発展途上国の輸 出指向工業化戦略の成功によって,い ったん退

潮 した。第二次世界大戦終結直後 には,ま さに低所得国の集中する地域であった東アジアが,

一次産品 とその加工品,ひ いては先進国に競争力があった製造業品を代替す る形で輸出を伸

ばしていつたことから,低 所得国が輸出をテコに経済発展することが期待され るようになっ

た(渡 辺,1978;1980)。

輸出増がどのようなメカニズムで経済成長につながったのか,と いう点については諸説が

ある。市場開放や 自由化 という形でのグローバ リゼーシ ョンが静学的利益 をもたらすことは

説明しやすいが,長 期的な経済成長をもたらすメカニズムとしては,国 際化による技術移転

や技術革新 といった動学的メカニズムを考える必要があった(Meier,1963;高 山,1985)。

一方,そ れまで一次産品以外の品目の輸 出がなかった東アジアの発展途上国がなぜ製造業

品を輸出す ることがで きたのか,と いう点については二っの見方があった(WorldBank,

1993)。 一つの見方は,発 展途上国における低賃金が,特 に労働集約的製造業品の生産コス ト
1}

を下げることに貢献 したというものである。中でも要素賦存状況が労働豊富的である国の多
2)

い東アジアにおいては,ヘ クシャー=オ リーン的メカニズムが働 くことか ら,そ うでない

国々より賃金が相対的に安いと考えられた。 この見方によれば,東 アジアでは要素賦存状況

に市場メカニズムが反応 した結果,低 賃金 を活用 した労働集約的製造業品の輸出が伸びた,

と解釈 された。いま一つは,東 アジアにおいて広 く採用 された産業政策や輸出促進政策 とい

った政府介入が,製 造業の競争力の醸成に大 きな役割 を果た した,と する見方である。 この

ような見方は輸出指向開発戦略が提唱され始めた当初からあった(Balassa,1971;Keesing,

1967)が,1980年 代の構造調整や民営化・自由化の時代には勢いを失っていた。1990年 代に入

ってから再び注 目を集めたことから,こ の見方を提唱する人々は修正主義者(revisionist)と
3)

呼ばれた(Amsden,1989;Wade,1990)。 彼 らは東アジアの先発国である日本や韓国,台 湾に

おいて,い かに政府介入が大きな影響を持 ったかを示 し,この見方はWorldBank(1993)に

も反映 されたことから,東 アジアの輸出指向工業化は政府の積極的介入と結びつけて記憶 さ

れることとなった。
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新世紀に入 り,東 ナジアの高度成長か ら10年以上 を経過 した現在,東 アジア諸国 ・経済は

現在の低所得国にとって,目 指すべき目標 ではなくなってしまっている。その理由は,大 き

く3つ に分けられる。第一に,東 アジア諸国 ・経済の急速な発展により,こ れら諸国 ・経済

の生活水準 と低所得国の生活水準に大 きな乖離が生 まれ,低 所得国にとって東アジアが手の

届かない存在 と見えるようになって しまったことである。そもそも低所得国の多 くはサハラ

以南アフリカに位置してお り,東 アジア(つ まり極東である)か ら地理的に遠いことも,東

アジアに距離を感 じる理由であろう。 さらに,1997年 のアジア通貨危機により,東 アジア的

発展パターンの欠点により注目する傾向が高まったことも,東 アジアが現代の低所得国のモ

デル と見なされなくなったことの一因であろう。

第二の理由は,束 アジアは現在の低所得国にはない幾つかの特徴を有 してお り,そ れが東

ア ジアの発展に大 きく寄与 した,と い う主張がい くつか現れたことである。具体的には

Rodrik(1994)やWorldBank(1993)は,東 アジア諸国 ・経済の政府のガバナンスや社会

経済制度が経済成長に向いていたことが,こ の地域の発展に大 きく寄与 したと指摘 した。 ま

たWood(1994)は,こ の地域が発展を始める初期時点での教育水準が比較的高 く,そ の質の

高い労働力が,労 働集約的製造業の発展に大 きく貢献 したと主張 した。これに加えWood

(2003>は,東 アジアには要素賦存の意味で労働豊富国が多いのに対 して,低 所得国を多く擁

するサハラ以南アフリカにおいては土地豊富国が多いので,こ れ らアフリカ諸国は東アジア

を目標 とするより,同 様 に土地豊富である南北アメ リカやオセアニア諸国の発展パターンを

指向すべきだ と主張 した。これ らの議論の真偽については議論の余地があるが,こ のような

認識が広 まったことが重要である。

東 アジアが現在の低所得国のモデル と見 られ七 いないこ との第3の 理 由は,1995年 に

WTOが 設立 され,多 くの低所得国がWTOに 加盟 した結果,多 くの東アジア諸国 ・経済が

採用 してきた輸出促進政策や産業政策が取 りに くくな り,多 くの低所得国が 「今や束アジア

型の政府介入が許される国際環境ではない」と認識 し始めていることである。

これ らのことか ら,「束アジアの経験 をアフリカへ」という姿勢で行われ る議論へのアフ リ

カの反応は鈍 くなっていると言える。彼 らは幾つかの農産物に関 しては先進国の高関税や補

助金 に直面 し,一 方,軽 工業品では台頭す る中国に押されていることか ら,幾 つかの一次産

品を除いては輸出が不可能であるとの認識が,ア フ リカを中心 とする低所得国の間に広がっ

ている。これは第二次大戦直後の低所得国が置かれた状況 と似ている。いわば彼 らは第二の

輸 出悲観論に支配 されつつある。
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3現 代低所得国の輸出指向工業化

3.1世 界の縫製品貿易 と低所得国

しか し実際には,1990年 代後半か ら現在に至るまで,世 界のい くつかの低所得国はある種

の製造業品の輸出に成功 し,そ れを一つの大 きな推進力にして経済成長 と貧困削減を進めて

いる。「ある種の製造業品」とは,か つて東アジアの輸出指向工業化の際1こも大 きな役割を果

たした縫製品(衣 類)で ある。

表1と 表2に,衣 類に関する世界の2大 市場であるアメリカとヨーロッパ(正 確 にはEU
4)

15力 国)の 衣類輸入の相手国別内訳を記 した(2004年)。 両地域 とも輸入相手の1位 は中国で

あると共に,上 位10力 国にい くつかの低所得国が含 まれていることが分かる。アメ リカの場

合 には,ホ ンジェラス,ド ミニカ共和国,グ ァテマラといった中米諸国,お よび,南 ・東南

アジアの低所得国が含 まれている。中でもバ ングラデシュは国連の定義による後発発展途上
5)

国(LeastDevelopedCountry:LDC)で ある。他のLDCの 上位輸出国としてはカンボジア

(20位),レ ソト(29位),ハ イチ(32位),マ ダガスカル(33位)等 がある。ヨーロッパの衣

類輸入相手の上位10力 国には トル コやマグレブ諸国,東 ヨーロッパ諸国 といった近隣の発展

途上国が含まれている。 ここで もLDCの バングラデシュが3位 に入っていることが注 目さ

れ る。その他のLDCで は,や はリカンボジアが20位 である他,ア メ リカに対 しては経済制裁

のため輸出をしていないミャンマーがEU市 場では27位 に入っていることが注 目される。

このように低所得国において衣類の輸出が多いことについては二つの背景がある。一つに

は縫製業が労働集約的技術 を用いることが多いことから,低 所得国における低賃金がコス ト

競争力の素 になっているということである。いま一つは,世 界の衣類および繊維製品貿易は

1974年 以降,MFAに 基づ く管理貿易が続いてお り,1995年 にWTOが 設立 した後 も10年の

猶予期間が設定され,10年 後の2005年1月1日 をもって完全な自由貿易に移行することが定

められていたことである。具体的には,輸 入国が輸入相手国別 ・品目別にクォータ(quota)

と呼ばれる輸出上限を設定 し,輸 出国はそのクォータを国内の各生産社に効率的に分配する

ことによりクォータ充足率をできるだけ100%に 近づ けるよう試みるという仕組みである(浦

田,1990)。 衣類輸出の先発国にはより早期 にクォータが適用され,後 発国は当初はクォータ

適用 を免れる傾向にあったことから,MFAは 後発国の国際市場参入には有利に働いた と考

えられている。2005年1月1日 にクォータが完全に撤廃 されれば,各 輸出国 とも輸出上限枠

が無 くなるというメ リットがあるものの,縫 製品輸出においてライバルである国々,中 で も

先発国の一つで今なお縫製品生産に高い競争力を有 している中国のクォータが外れ るという

デメ リットもあることか ら,ク ォータ撤廃後に世界の衣類輸出の勢力図がどう変化す るのか,

ということが大 きな関心を呼んだ。2004年 後半に人々が最 も蓋然性が高い予測と考えたのが,
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表1ア メ リカの衣 類輸 入

順位
輸 出額

(2004年:百 万 ドル)

対 前年 同期 変化率

(2005年1-5月:%)

世界計 66,869 11.3

上

位

十

力

国

中国 1 10,721 72.6

メ キシ コ 2 6,845 一5 .5

香港 3 3β79 一24
.9

ホ ン ジ ュ ラ ス 4 2,743 5.3

ベ トナム 5 2,506 4.9

イ ン ドネ シア 6 2,402 16.8

イ ン ド 7 2,277 37.9

ドミニ カ共和 国 8 2,036 0.9

グアテマ ラ 9 1,947 5.5

バ ング ラデ シュ 10 1,872 26.2

E
U
で
上
位
の
国

トル コ 21 1,169 一8 .5

ル ー マ ニ ア 53 91 一3
.7

チ ュニ ジア 64 44 64.1

モ ロ ッ コ 58 75 一23
.5

ポ ー ラ ン ド 66 43 一7
.1

主

な

発

展

途

上

国

エル サルバ ドル 14 1,720 1.5

ス リラ ンカ 16 1,553 20.1

カ ンボ ジア 20 1,418 16.9

パ キス タ ン 22 1,147 12.8

ペ ノレー 25 676 22.0

ニ カ ラグア 26 595 35.6

コ ロ ン ビ ア 27 591 14.7

コ ス タ リカ 28 518 一4
.1

レ ソ ト 29 456 一2
.3

ハ イチ 32 328 34.9

マ ダガ スカル 33 323 0.3

ケニ ア 36 277 8.2

モ ン ゴル 40 227 一19
.7

モ ー リ シ ャ ス 41 226 一23
.3

ス ワジ ラン ド 45 179 9.5

南 ア フ リカ 47 141 一35
.1

ネパ ール 52 98 一38
.6

ボ リビア 69 39 一10
.1

、

ミヤ ン マ ー 205 0 0.0

出 所:TheU.S.DepartmentofCommerc縞BureauofCensus(デ ー タ 抽 出 シ ス テ ムWorldTradeAtlasよ り)
。
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璽星 へ ■7TT■rrtN「 』拠 「素ムt

順位
輸 出額

(2004年:百 万 ドル)

対前年同期変化率

(2005年1月:%)

世界計 65,347 6.0

上

位

十

力

国

中国 1 ユ3,694 19.2

トル コ 2 9,351 11.2

バ ング ラデ シ ュ 3 4,569 11.7

ル ー マ ニ ア 4 4,561 5.0

チ ュニ ジア 5 3,214 一6
.7

イ ン ド 6 3,013 16.3

モ ロ ツ コ 7』 2,998 一10
.8

香港 8 2,397 一7
.2

イ ン ドネ シ ア 9 1,636 一6 .3

ポ ー ラ ン ド 10 1,388 一17 .7

ア
メ

リ
カ

で

上
位
の

メ キシ コ 56 52 37.1

ホ ンジ ュラス 62 31 一72
.7

ベ トナ ム 』 17 755 一10 .2

ドミニ カ共和 国 74 10 一55
.5

グア テマ ラ 78 6 一76 .2

主

な

発

展

途

上

国

エル サ ルバ ドル 76 8 54.5

ス リランカ 14 1,004 6.8

カ ンボジア 20 643 24.5

パ キス タ ン 12 1,123 一6
.1

ペ ル ー 51 79 44.9

ニ カ ラグア 102 2 一82
.6

コ ロ ン ビ ア 61 34 ア25.5

コ ス タ リカ 93 2 227.6

レ ソ ト 109 1.
一22

.1

ハ イ『チ 91 2 一70
.6

マ ダ ガスカ ル 37 196 一 〇
.5

ケニ ア 90 3 108.6

モ ンゴル 66 13 733.6

モ ー リ シ ャ ス 21 635 13

ス ワ ジ ラン ド 108 1 一98
.8

南 ア フ リカ 53 69 一50
.7

ネパ ール 60 36
一26

.3

ボ リビア 77 6 91.6

ミャ ン マ ー 27 457 一18 。1

出 所:Eurostat(デ ー タ抽 舐 シス テ ムWorldTradeAtlasよ り)。
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WTOの デ ィス カ ッ シ ョン ・ペ ー パ ー(Nordas,2004)に よ る もの で,そ の 予 測 は ク ォー タ 撤

廃 前 か ら輸 出 額1位 に君 臨 す る 中国 の み が シ ェア を伸 ば し,イ ン ドが シ ェア を維 持 す る他 は

どの 国 も シ ェア を落 とす と い う もの で あ っ た 。 したが っ て 多 くの 縫 製 品輸 出国 は,2005年1

月1日 以 降 に 自国 の縫 製業 が 大 打 撃 を受 け るか も知 れ な い とい う大 きな 懸 念 を抱 い て い た。

3.2二 つの成功例:バ ングラデシュとカ ン,Kジア

ここでLDCの 中で最 も縫製業成長に成功 しているバ ングラデシュとカンボジアの例を簡
6)

単に述べ よう。図1と 図2は 両国の衣類輸出の変化 をそれぞれの国からの総輸出額 との対比

で示 している。バ ングラデシュは1980年 代初めから,カ ンボジアは1990年 代半ばから衣類輸

出が成長 し始め,そ れぞれ最近年のデータでは衣類輸出が総輸出額の約4分 の3に 達 してい

る。言い換えればこの2つ の国は,外 貨稼得源 として衣類に大 きく依存 していることが分か

る。両国の衣類輸出の伸びは目覚 ましく,1983/84年 度から2003/04年 度までのバ ングラデシ
7)

ユの衣類の名 目輸出額の平均成長率は年率24.4%で,1995年 から2003年 までのカンボジアの

同成長率は48.3%で ある。

図1バ ングラデシュの衣類輸 出の推移(単 位:百 万米 ドル)

出所:QuddusandRashid[2000],Table1,p.51;BangladeshGarmentManufacturersand

ExportersAssociationの ホ ー ムペ ー ジ(http://www.bgmea.com/data.htm)お よびExport

PromotionBureauの ホ ー ムペ ー ジ(http://www.epbbd.com/export/statistics/review _of_

export _performance_2002-2003.htm)の デ ー タに よ って い る。
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國9h'irR'")'7rハ7》 粗 齢.申,tハ堆 景窮r　 .什 ・百 丁〒う聴 ドル、

9

出所:1995-2001年 はHachandAcharya(2002),Table3,4,p.19;2002-03年 はSotheaandHach(2004)

に よ って い る。

この 他 両 国 の縫 製 業 は,性 別 で は女 性,教 育 水 準 で は低 教 育 水 準 層 の 労 働 力 を吸 収 して い

る こ とが 特 筆 され る(Hach,HuotandBoreak,2001;Hoque,MurayamaandRahman,

1995;ZohirandPaul・Majumder,1996)。1999/2000年 度 の デ ー タ で見 る と縫 製 業 は バ ング ラ

デ シ ュ に お い て 約103万 人 を雇 用 して い る(製 造業 全体 の39.2%)が,そ の 男 女 比 は32:68

で あ る(BangladeshBureauofStatistics,2004)。 カ ン ボ ジ ア に お い て は,2003年 に縫 製 業 は

約17万5000人 を雇 用 して お り,こ の 数 は カ ンボ ジア の 製 造 業 全 体 の 約 半分 に相 当す る。Hach,

HuotandBoreak(2001)の 調 査 に よれ ば,縫 製 工 場 労 働 者 の85%が 女 性 で,約6割 が 中 学校

卒 で あ る とい う。

また 縫 製 工 場 は,両 国 に お け る貧 困層 と非 貧 困 層 を 区分 す る貧 困線 に相 当す る所 得 水 準 を

上 回 る賃 金 を,最 も技 術 水 準 の低 い レベ ル の 労 働 者(補 助 工 員:helper)に 対 して支 払 っ て い

る(山 形,2004,2005)。 バ ング ラ デ シ ュ に お い て は,食 糧 以 外 の 必 需 品 まで 考 慮 した貧 困線

が2000年 に お い て約16.5ド ル で あ っ た とこ ろ,入 っ た ば か りの 補 助 工 員 に 対 して平 均21.4ド
8)

ル 支 払 って い た。 これ はバ ング ラデ シ ュ の 家 計 調 査 に よ る農 村 の 農 業 部 門 で 働 く貧 困層 の 平

の

均 月収 で あ る8～18ド ル と比 較 して も高 い 。 ま たカ ンボ ジア に お い て は プ ノ ンペ ンに お け る

貧 困 線 が19ド ル で あ る とこ ろ,入 っ た ば か りの 補 助 工 員 に対 して45ド ル が 支 払 われ て い る。

こ の よ う に縫 製 業 は 両 国 に お い て,よ り平均 所 得 水 準 が 低 い カ テ ゴ リー に属 す る低 教 育水 準

層 お よび 女 性 を数 多 く雇 用 機 会 を提 供 し,貧 困 線 以 上 で しか も代 替 的 雇 用 機 会 と比 較 して も

高 い 賃 金 を提 供 して い る とい う意 味 で,両 国 の 貧 困 削 減 に大 き く貢 献 して い る と考 え られ る。
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特にカンボジアの農村においては,家 族の何人かを都会の縫製工場 に送っている家計の豊か

さが際立っている(天 川,2004;小 林,2004)。

ここで強調 してお きたいことは,バ ングラデシュ,カ ンボジアを初め とす る縫製品輸 出低

所得国は日本,韓 国,台 湾がかつて繊維産業に対 して採ったような積極的な産業育成政策を

採 らなかったということである。典型的には,MFA体 制下においてクォータの上限枠の制約

が厳 しくないLDCsに 対 して,自 国のクォータ上限まで生産 し尽 くした縫製品輸出先発国が

直接投資 を行 うことをきっかけとしてLDCsの 輸 出向け縫製品生産がスター トする。バング

ラデシュの場合には韓国資本が1970年 代末に,カ ンボジアの場合には香港,台 湾,中 国 とい
10)

った中国系資 本が1990年 代 に投資 を始 めるこ とが輸 出向け縫製品発展の始 まりであ り

(Rhee,1990;山 形,2004),そ の時点で政府が輸出向け縫製業を国の戦略産業 と見な してい

たわけではなかった。輸 出向け縫製業の重要性が明らかになった後 も,投 入財である糸 ・布

の輸入関税の免除,資 本財の関税減免,輸 出加工区の設立や優遇融資(特 にバ ングラデシュ)

があったものの,そ れらはかつて東アジアでなされたほどの規模 ・範囲ではなかった。

その うえ,こ れ ら縫製品輸出低所得国は政府のガバナンス,物 的 ・制度的インフラス トラ

クチュアに代表される投資環境が劣悪であるにも拘わ らず,縫 製品の輸出に成功 したという

点 も東アジアの経験 と異なっている。例えばバ ングラデシュはTransparencylnternational

というNGOが 毎年公表 している実感汚職指数(CorruptionPerceptionsIndex)に おいて,

同国が2001年 に初登場 して以来,現 在 まで最下位に甘ん じている。カンボジアの投資環境が

他の発展途上国 と比較 して,特 段優れていないことも広 く知 られている(Batra,Kaufmann

andStone,2003;WorldBank,2004)。 これら2国 の場合 には,ア メ リカやEUと いった縫製

品輸入に関する主要市場か ら遠いという地理的な不利 も抱えている。両国は平均教育水準 と

いう点において他国に勝 っているわけでもない。むしろバングラデシュは定期的に洪水 に襲

われ,し ば しばサイクロンにも悩 まされている。このような不利な条件が山積 している中で

両国は表1,2に 示 されているような高い縫製品輸出パ フォーマンスを示 しているのである。

3.3ク ォータ撤廃後の縫製品貿易

これ らLDCsが 縫製品輸出に一定程度の成功 を収めてきたのは,MFAに よる管理貿易制

度体制があったか らだ と考 えられてきた。 この体制が消失 し,縫 製品が全て自由貿易にさら

されるようになれば,こ れらの国々の縫製品輸出の成功は水泡に帰すであろうという論者が

多かった。実際に2005年1月1日 にクォータが撤廃された後,バ ングラデシュ,カ ンボジア

および他の低所得国の衣類輸出はどの ように変化 しているのだろうか。

表1,2の 最右列に示 した2005年 に入ってから最 も新 しい貿易データの対前年(2004年)

同期比に,そ の一端が垣間見 られる。まずアメ リカの衣類輸入は本稿執筆時点で2005年5月
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の デ ー タ まで 公 表 され て お り,ア メ リカ の衣 類 輸 入 は全 体 で11.3%の 伸 び を示 して い る。 そ

の う ち 中 国 の 伸 び が著 し く,72.6%も の成 長 を記 録 して い る。 これ に対 して,メ キ シ コ,香

港 か らの輸 入 は む しろ減 少 して い る こ とが分 か る。 ホ ン ジ ュ ラス,ド ミニ カ 共 和 国,グ ア テ

マ ラ とい っ た 中米 ・カ リブ 諸 国 は プ ラ ス の 成 長 率 を記 録 して は い る もの の,そ の値 は ア メ リ

カ 全 体 の輸 入 成 長 率 に 及 ば な い 。 その 中 で,イ ン ドネ シ ア,イ ン ド,バ ン グ ラ デ シ ュは2桁

の伸 び を 記録 して い る。 そ の 他,表1に 示 したLDCsの 中 で2桁 の 成 長 率 を得 て い るの はカ

ン ボ ジ ア(16.9%)と ハ イ チ(34.9%)で あ る。南 ア ジ ア 諸 国 は ネ パ ール 以外 は2桁 の プ ラス

成 長 を記 録 した 。 そ れ 以 外 の 低 所 得 国 は,大 き く輸 出 を伸 ば した 国 々(チ ュニ ジ ア,ペ ル ー,

ニ カ ラ グ ア,コ ロ ン ビア)と 大 き く輸 出が 減 った 国 々(モ ロ ッ コ,モ ン ゴル,モ ー リシ ャス,

南 ア フ リカ,ネ パ ール,ボ リ ビア)が あ る。 サ ハ ラ以 南 ア フ リカ で そ こ そ この 成 長 率 を維 持

した の が ケ ニ ア(8.2%)と ス ワ ジ ラ ン ド(9.5%)で あ る。

EUの 衣 類 輸 入 に つ い て は,残 念 な が ら執 筆 時 点 で 最 新 の デ ー タが2005年1月 の もの で あ

る。 した が って,表2の 最 右 列 に表 され て い る成 長 率 は ク ォー タ撤 廃 直 後 の 影 響 を示 して い

る。EU市 場 は 全 体 と して2005年1月 に 前 年 同 期 比 で6%成 長 した。 中 国 は比 較 的 高 い伸 び

(19.2%)を 示 して い る もの の,そ れ は ア メ リカへ の輸 入 の 伸 び 率 ほ ど で は な い 。上 位 で は ト

ル コ,バ ン グ ラデ シ ュ,イ ン ドが2桁 成 長 を 記 録 して お り,そ れ 以 外 の上 位 の 国 々 は低 迷 し

て い る。メ キ シ コや エル サ ル バ ドル,コ ス タ リカ,ボ リビ ア等 は ア メ リカ か らEUに 仕 向 先 を

移 して い る の か,EUへ の 輸 出 が大 き く伸 び て い る。ア メ リカ,EUの どち ら で も輸 出 を伸 ば

して い る の が ス リラ ンカ,カ ンボ ジア,ペ ル ー,ケ ニ ア で あ る。 ア メ リカ へ の輸 出 が伸 び て

い な が らEUへ の 輸 出 が低 下 して い るの が チ ュ ニ ジア,イ ン ドネ シア,パ キ ス タ ン,ニ カ ラグ

ア,コ ロ ン ビア,ハ イ チ,ス ワ ジ ラ ン ドで あ る。最 後 に,両 市 場 で マ イ ナ ス 成 長 を記 録 して

い るの は モ ロ ッ コ,香 港,ポ ー ラ ン ド,レ ソ ト,南 ア フ リカ,ネ パ ール で あ る。

この よ うに 全 体 と して はば らつ きが 見 られ る もの の,バ ング ラデ シ ュ,カ ン ボ ジ ア とい っ

た,輸 出 の7割 が 縫 製 品 で 占 め られ て い る が ゆ え に,貿 易 自由化 の 影 響 を最 も大 き く受 け る

こ とが 懸 念 され て い た 国 にお い て,む しろ縫 製 品輸 出 が 好 調 で あ る こ とが 注 目 さ れ る。

4輸 出指向工業化の現代的課題

4.1低 所得国の低賃金

バ ングラデシュやカンボジアで成功 しているかに見える新 ・輸出指向工業化パターンをア

フ リカその他の低所得国に応用 しようと考える際に,第 一に疑問として投げかけられるのが,

「低所得国の労働力は本当に割安なのか」 ということである。具体的には,(1)賃 金率が低

くとも,労 働生産性がそれを相殺するほどに低ければ,生 産物単位 当たりの労働コス トは下

が らない,(2)ア フリカの労働者の賃金は必ず しも低 くない,と いう2つ の懸念がある。
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まず第一の点について考 えてみよう。世界銀行のデータ(WorldBank,2003)に よれば,

高所得国 と低所得国の製造業 における賃金格差は100倍 に及ぶ。例 えばミシンを用いて行 う縫

製作業の労働生産性がバ ングラデシュとアメ リカのオペ レーターで100倍 も異なるとはかな

り考えにくい。インフラス トラクチュア等それぞれの国固有の投入財の供給量の違いを考慮

したとしても,100倍 の賃金格差を相殺するほどではないとしたら,低 所得国が労働集約財に

コス ト競争力を持つ可能性がある。

次に,ア フリカ諸国において得られる賃金データは,一 人 当た り所得が同程度の他の発展
11)途上国と比較 し

ても,ア フリカの賃金が高いことを示 している。 この観察事実を支 える一つ

の論理は,「一般に労働土地比率の低いアフ リカ諸国においては,相 対的に賃金率が高いはず

である」というヘクシャー=オ リーン的なものである(Wood,2003;WoodandMayer ,

2001)。 このアフリカの高賃金が何 によるのか,ま た,今 後製造業が拡大 していった場合にも
12》

引 き続 き妥当するか,と いった点は今後の検討課題 として残される。

4.2産 業構造多様化の可能性

これまでバ ングラデシュやカ ンボジアで成功 している輸出指向開発戦略のいま一つの課題

は,最 も労働集約的製品の一つである縫製業以外の産業構造の多様化である。図1,2で 示

したように,近 年の両国の輸出構造は衣類に大 きく依存 している。ひとたび衣類輸出が壁 に

直面 したら両国の輸出額が大きく落ち込む危険性を秘めている。 したがって,縫 製業以外の

業種 にも国際競争力をつけることが急務である。後発発展途上国はどのような業種に競争力

を持 ちうるのであろうか。

この疑問に答えるためにはやはり先発東アジア経済の経験 を振 り返 ることが有益であろう。

一つの候補 は縫製業以外の労働集約産業である(Amjad
,1981)。 先発東アジア経済の多くは

縫製業 に相前後 して,電 気 ・電子機械が輸出産業として育ち,そ れ ら経済の雇用,生 産,輸

出を牽引 していった(渡 辺,1980)。 機械産業の組み立て部門等労働集約的生産プ ロセスは,

縫製業 と同様 に低所得国の低賃金が競争力の源となる可能性がある。

もう一つの候補は一次産品加工である。具体的には農産品等,低 所得国内で安価 に得 られ

る資源 を加工度を高めることにより,低 所得国に帰属する付加価値 を増やそうと試みること

である。これはMyint(1980)が その可能性 を指摘 しているほか,タ イが1980年 代に模索 した

道である(末 廣・安田,1987)。 タイは他の東アジア諸国・経済が指向 したNewlyIndustrializ・

ingEconomies(NIEs)で はなく,NewlyAgro-IndustrializingCountry(NAIC)を 目指 し

た。

バングラデシュやカンボジア等,現 代の低所得国が様々な外的ショックに対応 してい くた

めには,上 記のいずれか,ま たは両方のや り方で,産 業構造を多様化 させる必要がある。



輸出指向開発再論:後 発発展途上国の労働集約的工業発展の可能性 13

5お わ り に

WTO時 代に入 り,低所得国にも世界共通のルールが適用されることによ り,低所得国は以

前にも増 して国際市場への参入が難 しくなったと感 じている。そのうえ,中 国やイン ドとい

った大国が国際競争力を付けてきたことから,低 所得国が世界経済発展の周辺に追い立てら

れてしまっているとの見方 もある。 このただ中にあって,バ ングラデシュやカンボジアの縫

製業の成長は一つの希望の光である。 これは1970年 代の先発東アジア諸国 ・経済 にも射 し込

んだ光であり,こ れ ら諸国 ・経済はこの光をエネルギーに転換 して,他 の製造業 を育成する

ことにも成功 した。ここに,現 在の低所得国が先発東アジア諸国 ・経済 と同様 に輸 出指向発

展を実現する可能性がほの見える。

バ ングラデシュ,カ ンボジア縫製業の発展が,強 力な政府の後押 しな しに達成 したことも

特筆 される。政府の強力な産業政策は,産 業発展の必要条件ではないのであろう。この事実

は,WTO時 代に政府が強力な産業政策を採 ることができな くて も,低所得国が一部の業種に

競争力を持 ち得るという希望を抱かせ る。低所得で国内市場が小さい間には,輸 出向け生産

は総需要増のために大変有効である。「産業政策無き東アジア的発展パターン」がバ ングラデ

シュやカンボジアに現れてお り,他 の低所得国が今後,こ の発展パターンを辿 る可能性が十

分ある。

注

*や まが たたつ ふみ。tatsufumi-yamagata@ide.go.jp.

1)労 働集 約的 産業 を低所 得 国発 展戦 略 の 中核 に位置づ け よ うとい う考 え方 は,早 くもSen(1960),

Myrda1(1968)に お いて見 出 され る。1990年 に 「貧 困」 とい う副題 をつ けて出版 された世 界開 発

報 告 にお い て も,労 働需 要 の創 出 と人 的資 本蓄積 が,貧 困解 消の要 件 と して指 摘 され た(World

Bank,1990)。'

2)例 外 が な いわ けで はない。LalandMyint(1996)は タ イやマ レー シア を労働 豊富 で はな く,土

地 豊富 と分 類 して い る。

3)日 本 お よび東 ア ジアの産 業政 策 につ いて は,そ れ ぞれ小 宮 ・奥 野 ・鈴村(1984),井 上 ・浦 田 ・

小浜(1990)を 参 照 の こ と。

4)日 本 も衣類 の大 きな市場 の一 つで あ るが,ア メ リカ や ヨー ロ ッパ に は輸 入規模 にお いて遠 く及

ば な い うえ,日 本の縫 製品輸 入 は その8割 が 中国 に よ るもので あ り,低 所得 国 が参 入す る余地 が

小 さ いこ とか ら,こ こで は取 り上 げ な い(山 形,2005)。

5)LDCの 定 義や分 類 につ い ては,国 連 の ホ ームペ ー ジ

(http:〃www.un.org/specia1・rep/ohrlls/ohrlls/default.htm)を 参照 の こ と。

6)よ り詳 しくは 山形(2004,2005)を 参 照 の こ と。

7)こ こでの年 平均 成長 率は輸 出額 の 自然対 数 を トレ ン ドに回 帰 させ た際 の回 帰係 数で あ る。

8)2001年 に著 者 らが行 っ たニ ッ ト工場調 査 に よ る。
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9)Osmanietal.(2003)に よる。

10)た だ し,バ ングラデ シュの 現在 の縫 製業の 主体 は現地 資本 によ る企 業 であ る。 この点 はカ ン ボ

ジアの縫 製業 と大 き く異 な って い る(山 形,2004)

11)ア ブ ・リカ全体 につい ては平 野(2002)を,ケ ニ ア につ いては福 西(2004,2005)を 参 照。

12)理 論 的 に は,ア フ リカの製 造業 の規模 が小 さ く,技 能労働 者 に高賃 金 を呈示 す る業種 が製造 業

を代表 した結果,高 い平均 賃金 がデ ータ と して現れ る可 能性 が あ る。Roy(1951)の モデル が該 当

す る状 況 で ある(RosenJ978)。 また,福 西(2004,2005)に よれ ば,ケ ニアの縫 製 業 におい て は,

歴 史 的 には 日の浅 い,輸 出加工 区 にお け る輸 出向 け衣類 生産 の方 が,輸 出加 工 区以外 に立 地す る

国内市 場向 け衣類 生産 よ り平均 賃金 が低 い傾 向 にあ る とい う。
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